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平成２２年度　各会計当初予算(案)総括表
　　　（単位：千円・％）

平成　２２　年度 平成　２１　年度

 会計名 予　 　算　 　額 予　 　算　 　額 増減率

カッコ内は特殊要因を除いた場合

77,751,000 76,496,000 1,255,000 1.6
( 76,774,630 ) ( 74,178,955 ) ( 2,595,675 ) ( 3.5 )

国民健康保険会計 17,736,467 17,039,328 697,139 4.1

老人保健会計 7,225 8,995 △ 1,770 △ 19.7

後期高齢者医療会計 1,682,316 1,611,321 70,995 4.4

介護保険会計 9,695,850 9,415,330 280,520 3.0

中島霊園事業会計 67,296 81,201 △ 13,905 △ 17.1

簡易水道事業会計 56,806 47,279 9,527 20.2

農村下水道事業会計 109,112 92,552 16,560 17.9

ばんえい競馬会計 11,119,592 11,727,262 △ 607,670 △ 5.2

駐車場事業会計 183,908 188,224 △ 4,316 △ 2.3

空港事業会計 638,152 574,168 63,984 11.1

41,296,724 40,785,660 511,064 1.3

収　入 4,970,837 6,173,228 △ 1,202,391 △ 19.5
支　出 6,083,942 7,423,431 △ 1,339,489 △ 18.0
収　入 5,696,158 5,806,468 △ 110,310 △ 1.9
支　出 7,014,635 7,086,578 △ 71,943 △ 1.0

収　入 10,666,995 11,979,696 △ 1,312,701 △ 11.0

支　出 13,098,577 14,510,009 △ 1,411,432 △ 9.7

収　入 129,714,719 129,261,356 453,363 0.4

支　出 132,146,301 131,791,669 354,632 0.3

企　業　会　計　合　計

総 合 計

特 別 会 計 合 計

下水道事業会計

水道事業会計

区  分 比　較　増　△　減
備　　　　　　　考

一 般 会 計

＊特殊要因
Ｈ21：まちづくり債借換792,000、公的資金繰上償還1,502,400、
高等教育整備基金借入金償還金（繰上償還分）22,645

Ｈ22：まちづくり債借換880,000、
高等教育整備基金借入金償還金（繰上償還分）96,370
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　　　平成２２年度　一般会計当初予算（案）　歳入歳出総括表
(歳　　入) （単位：千円、％）

区分

科目 予算額　(A) 構成比 予算額　(Ｂ) 構成比 予算額(A-B) 増減率

5. 市 税 21,089,435 27.1 21,759,335 28.4 △ 669,900 △ 3.1

10. 地 方 譲 与 税 922,254 1.2 958,748 1.3 △ 36,494 △ 3.8

15. 利 子 割 交 付 金 53,490 0.1 139,320 0.2 △ 85,830 △ 61.6

16. 配 当 割 交 付 金 4,544 0.0 41,433 0.1 △ 36,889 △ 89.0

17. 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 9,525 0.0 9,093 0.0 432 4.8

18. 地 方 消 費 税 交 付 金 1,834,507 2.4 1,969,341 2.6 △ 134,834 △ 6.8

20. ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 5,286 0.0 5,863 0.0 △ 577 △ 9.8

30. 自 動 車 取 得 税 交 付 金 149,963 0.2 163,358 0.2 △ 13,395 △ 8.2

35. 国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

95,510 0.1 90,097 0.1 5,413 6.0

37. 地 方 特 例 交 付 金 226,680 0.3 244,213 0.3 △ 17,533 △ 7.2

40. 地 方 交 付 税 14,060,847 18.1 14,224,336 18.6 △ 163,489 △ 1.1

45. 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 41,600 0.1 41,600 0.1 0 0.0

50. 分 担 金 及 び 負 担 金 780,172 1.0 798,230 1.0 △ 18,058 △ 2.3

55. 使 用 料 及 び 手 数 料 2,205,047 2.8 2,257,694 2.9 △ 52,647 △ 2.3

60. 国 庫 支 出 金 12,362,842 15.9 10,366,932 13.6 1,995,910 19.3

65. 道 支 出 金 3,689,172 4.7 3,113,643 4.1 575,529 18.5

70. 財 産 収 入 247,112 0.3 177,972 0.2 69,140 38.8

75. 寄 附 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

80. 繰 入 金 299,461 0.4 703,946 0.9 △ 404,485 △ 57.5

85. 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

90. 諸 収 入 11,076,209 14.2 11,162,594 14.6 △ 86,385 △ 0.8

95. 市 債 8,597,342 11.1 8,268,250 10.8 329,092 4.0

77,751,000 100.0 76,496,000 100.0 1,255,000 1.6合 計

平　成　２２　年　度 平　成　２１　年　度 比　較　増　△　減
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(歳　　出) （単位：千円、％）

区分

科目 予算額　(A) 構成比 予算額　(Ｂ) 構成比 予算額(A-B) 増減率

5. 議 会 費 331,061 0.4 327,089 0.4 3,972 1.2

10. 総 務 費 2,459,406 3.2 2,037,176 2.7 422,230 20.7

15. 民 生 費 24,687,314 31.8 20,931,373 27.4 3,755,941 17.9

20. 衛 生 費 3,069,322 3.9 2,995,553 3.9 73,769 2.5

25. 労 働 費 189,442 0.2 83,328 0.1 106,114 127.3

30. 農 林 水 産 業 費 2,620,668 3.4 2,703,962 3.5 △ 83,294 △ 3.1

35. 商 工 費 7,878,576 10.1 7,949,939 10.4 △ 71,363 △ 0.9

40. 土 木 費 5,555,058 7.2 8,539,868 11.2 △ 2,984,810 △ 35.0

45. 消 防 費 181,150 0.2 181,088 0.2 62 0.0

50. 教 育 費 6,232,069 8.0 5,268,536 6.9 963,533 18.3

55. 公 債 費 10,580,807 13.6 11,929,921 15.6 △ 1,349,114 △ 11.3

60. 諸 支 出 金 2,273,830 2.9 1,958,994 2.5 314,836 16.1

65. 職 員 費 11,652,297 15.0 11,549,173 15.1 103,124 0.9

70. 予 備 費 40,000 0.1 40,000 0.1 0 0.0

77,751,000 100.0 76,496,000 100.0 1,255,000 1.6

平　成　２２　年　度

合 計

平　成　２１　年　度 比　較　増　△　減
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

（仮称）西地区福祉センター建設事業 57,716 47,996 9,720 （仮称）西地区福祉センターの建設 継続費（2年目）
国庫補助金 ・建設予定地 ：　西20条南5丁目15-13外

25,096 ・構造 ：　木造平屋建
市債 ・延床面積 ：　373.81㎡

22,900 ・供用開始 ：　平成22年11月

消費生活アドバイスセンター機能の充実 17,811 17,337 474
道補助金

17,337 ・相談室の環境整備、展示室の拡充、情報機器の整備等
・研修等による専門相談員の資質向上
・弁護士、司法書士などの専門家を活用した相談の実施

防災無線のデジタル化 249,850 224,000 25,850
市債
224,000

・防災無線整備：219,919千円
    基地局：1局
    簡易中継局：1局
    移動局：119局
・緊急地震速報接続体制整備：25,972千円
・開局手続き等関連経費：3,959千円

（仮称）おびひろ避難支援プランの周知 608 608

・パンフレットの作成

災害発生時に支援を必要とする高齢者等に対する支援計画
「（仮称）おびひろ避難支援プラン（全体計画）」の周知

備　　　　　　　考事　　　　業　　　　内　　　　容

国の地方消費者行政活性化交付金を活用した、消費生活相談
窓口の充実等

災害時の広報通信体制の充実を目的とした、電波法改正に伴う
地域防災システム（アナログ無線）のデジタル化
付加機能として、Ｊ－ＡＬＥＲＴ（全国瞬時警報システム）を利用し
た小中学校等への緊急地震速報伝達体制を構築

総 務 費

左の財源内訳
事業費事　　　　　　　業　　　　　　　名
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

地域密着型サービスの整備 342,437 342,437
国庫補助金

41,337
道補助金 ・事業主体　東圏域　社会福祉法人　博愛会
301,100 ・住所　東9条南13丁目2-4

・事業主体　鉄南圏域　社会福祉法人　真宗協会
・住所　西5条南30丁目10

・8施設（6事業者）

自立支援給付利用者負担軽減 1,771,690 1,327,787 443,903
国庫負担金
879,192

道負担金
439,595 ・制度改正影響者見込数　599人　

道補助金 ・制度改正影響額（一般財源ベース）　
9,000 　居宅・通所サービス　　△700千円

　入所施設等サービス　　4,364千円
　補装具　　　　　　　　　　△573千円　　　計 3,091千円

幼稚園就園奨励費補助 145,867 48,622 97,245 国の制度改正に伴う補助の拡大
国庫補助金 ・低所得者への給付の重点化

48,622 　生活保護世帯　　　　　　　　　　　　　　　
　市民税非課税世帯
　市民税所得割非課税世帯
　市民税所得割課税額34,500円以下
　市民税所得割課税額183,000円以下
･第2子の保護者負担の軽減

民 生 費

左の財源内訳
事業費事　　　　　　　業　　　　　　　名

・第1子の負担額を1.0とした場合の兄・姉が小1～3である第2子
の保護者負担割合を0.9から0.75に軽減

小規模福祉施設における防火管理体制等の見直しに対応する
ため、認知症高齢者グループホームのスプリンクラー設置経費
に対して補助

要介護高齢者等を対象とした小規模多機能型居宅介護施設（登
録定員25人以下）及び地域密着型介護老人福祉施設（定員29
人）を併設した施設整備への助成

備　　　　　　　考事　　　　業　　　　内　　　　容

・これまで居宅、通所サービス及び補装具に係る低所得の利用
者負担のうち1/2は市独自軽減措置

低所得者（市民税非課税世帯）の障害者及び障害児に対する、
障害福祉サービス及び補装具に係る利用者負担を無料化

　153,500円⇒220,000円
　153,500円⇒190,000円
　116,300円⇒190,000円
　 88,400円⇒106,000円
　 62,200円⇒ 43,600円

（第1子の場合）
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

子ども手当の創設 2,651,463 2,367,947 283,516 国の制度改正に伴う支援の拡大
国庫負担金 中学校修了までの児童を対象に一人につき月額13,000円を支給
2,086,694 ・子ども手当の一部として、児童手当を支給する仕組み
道負担金 　（平成22年度のみ）
281,253 ・対象児童数

　　14,186人（児童手当）⇒20,302人（所得超過、中学生増）

児童扶養手当 1,137,004 379,001 758,003 国の制度改正に伴う、父子家庭に対する支援の拡大
国庫負担金 ・児童1人の場合　
379,001 　全部支給41,720円、一部支給41,710円～9,850円

・児童2人以上の加算額
　2人目5,000円、3人目以降3,000円
・父子家庭受給者見込数　170人

重度心身障害者医療給付 335,726 259,462 76,264 身体障害者手帳の交付となる障害に肝臓の機能障害を追加
道補助金 ・重症の肝臓機能障害が一定期間継続している者が対象

76,262 ・制度改正影響者見込数　60人
雑入 ・制度改正影響額（一般財源ベース）
183,200 　4,080千円

保護世帯自立支援事業の推進 5,540 5,540
国庫補助金

5,540

・年金調査、銀行調査、扶養調査等を行い、ケースワーカーの
フォローアップに取り組む生活実態調査員の配置

・自立支援プログラム策定事務のほか関係機関との調整、連携
等トータルコーディネートを行う自立支援相談員の配置

生活保護者の個別ケースに応じた自立支援プログラム策定に向
けた検討と課題の整理
・自立支援プログラムの策定と支援メニュー実施の受け皿づくり
等を検討するため、協議会を設置（学識経験者4人、行政関係者
4人）

備　　　　　　　考事　　　　業　　　　内　　　　容
左の財源内訳

事業費事　　　　　　　業　　　　　　　名
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

新最終処分場整備事業 147,143 147,143 新最終処分場建設（平成20年度～平成22年度継続費の3年目）
・建設地　 池田町美加登279番10
・埋立容量 311,200㎥（うち廃棄物分251,700㎥）
・埋立期間 15年間
・供用開始 平成23年4月

備　　　　　　　考

衛 生 費

左の財源内訳
事業費事　　　　　　　業　　　　　　　名 事　　　　業　　　　内　　　　容
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

緊急雇用創出事業 117,633 117,633
道補助金
117,633 ・事業内容 臨時職員緊急雇入事業 総務費

街路樹等樹木下枝処理業務 土木費
市有林除伐枝打等林内環境整備委託事業 農林水産業費
市有林複層林等林内整備委託事業 農林水産業費

ふるさと雇用再生特別対策事業 101,999 101,999 平成21年度からの継続事業
道補助金
101,999 ・事業内容 地域デザインを活用した地場産加工品の販路開

拓事業
ばんえい競馬の馬厩肥を活用したマッシュルーム
栽培

労 働 費

左の財源内訳
事業費事　　　　　　　業　　　　　　　名 備　　　　　　　考事　　　　業　　　　内　　　　容

北海道の基金を活用した、地域の実情や創意工夫に基づく地
域求職者等の雇用機会を創出

北海道の基金を活用した、離職者、非正規労働者等の一時的
なつなぎの雇用機会を創出

で予算計上
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

道営草地整備事業 19,105 12,333 6,772
雑入

11,133 ・農家　草地整備改良 起伏修正、排水改良（暗渠）、
市債 障害物除去（除礫）

1,200 ・農家　草地造成改良 草地造成
・牧場　草地整備改良 起伏修正
・牧場　施設整備 測量及び試験費

道営畑地帯総合整備事業 84,735 71,450 13,285 道営事業
雑入 ・川西北地区 明渠、区画整理、暗渠、客土

37,750 ・大正北地区 明渠、区画整理、暗渠、客土、除礫、
市債 有材心破

33,700 ・川西西地区 区画整理、暗渠、客土、除礫
・川西中央地区 計画樹立　
・大正中島地区 基本計画

自給飼料の増産と経営基盤の安定を図るため、酪農家及び八
千代牧場の草地を整備

備　　　　　　　考事　　　　業　　　　内　　　　容

農 林 水 産 業 費

左の財源内訳
事業費事　　　　　　　業　　　　　　　名
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

地域イノベーションクラスタープログラム 2,224 2,224 産学官連携による新事業の創出
推進事業

・事業主体 財団法人十勝圏振興機構
・事業年度 平成21～25年度
・事業規模 190,000千円（年間）

観光交流拠点施設整備事業 38,840 38,840 限度額変更
　11,300千円　⇒　190,900千円

・事業主体 SPCとかちむら株式会社
・整備面積 1,006.93㎡
・計画内容 産直市場、レストラン、物産館
・総事業費 235,850千円
・建物構造 木造平屋

観光交流拠点施設・スポーツ施設　用地賃借料 20,548 20,548

・観光交流拠点施設 15,140千円
･スポーツ施設 15,408千円 教育費で予算計上

（　債務負担行為限度額変更　)

備　　　　　　　考事　　　　業　　　　内　　　　容

国のイノベーションシステム整備事業（地域イノベーションクラス
タープログラム都市エリア型）として継続

帯広・十勝の産業や食文化の振興、交流人口の拡大を図るた
め、帯広競馬場敷地内への観光交流拠点施設整備事業に対し
補助

帯広競馬場敷地内における観光交流拠点施設及びスポーツ施
設に係る用地賃借料

商 工 費

左の財源内訳
事業費事　　　　　　　業　　　　　　　名
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

特殊舗装整備事業 125,000 117,500 7,500 特殊舗装打替工事
市債 　東1・2条仲通甲線外54路線　　　　　　L=8,450m
117,500

オーバーレイ工事
　川西・上清川基線線　　　　　　　　　　　L=1,589m

道路側溝整備事業 50,000 47,500 2,500 側溝整備工事
市債 　西20南2・7号線外3路線　　　　　　　　L=625m

47,500

道路橋りょう新設改良費 493,800 469,800 24,000 施　　工　　区　　間
国庫補助金 西16南1・西6号線 西16・17条北１丁目 L=80m、W=18m、函渠、補償
112,200 西20南5・1号線 西20条南5丁目

雑入 南6線甲線 南町南6線 L=294m、W=12.5m（完了）
200 川西・7号線 川西町西1線～川西町西2線 用地補償

市債 空港南町南12線～大空町8・9丁目
357,400 東4条南24丁目

大通南24丁目～西2条南24丁目
西18条南4丁目

大空町・16号線 大空町3丁目
西11～13条南1・2丁目 L=570m、W=10.9～36.36m（完了）
愛国町基線

農村地区生活環境整備 川西地区

交通安全施設整備費 60,200 46,400 13,800 施　　工　　区　　間
市債 旧広尾道路乙線 泉町

46,400 川西・稲田西2線線 川西町西2線 L=200m、W=1.5m、用地補償
L=1,123m、W=1.5m、補償費（完了）

市道現況調査

路　　線　　名　　等 事　業　内　容　等

南24丁目西線 L=220m、W=20m

L=1,000m

L=160m、W=3.5m（完了）
新町・14号線外

西18南4・1号線 L=280m、W=16m（完了）

愛国駅・南線 L=53m、W=2.5m（完了）

備　　　　　　　考

土 木 費

左の財源内訳
事業費事　　　　　　　業　　　　　　　名 事　　　　業　　　　内　　　　容

南24丁目東線 L=110m、W=20m（完了）

L=176m、W=16m、函渠、補償（完了）

路　　線　　名　　等 事　業　内　容　等

別府・空港南町西9号線 L=130m、W=8.5m、用地

11



主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

街路整備費 485,800 460,800 25,000 施　　工　　区　　間
国庫補助金 共栄通 西12条南1丁目～新町西6丁目
276,000 柏林台通 新町西5丁目～西14条南6丁目

市債 玄武通 西15条北5丁目～西16条北2丁目 用地補償
184,800 啓北グリーンロード 西9条北１丁目～西8条北2丁目 L=60m、W=27.3～30.94m、用地

稲田・川西地区新市街地開発事業 907,288 826,450 80,838 地区内工事
国庫補助金 ・公園整備 ：まなび野公園、機関庫の川公園 （一部ゼロ国債解分）
383,150 ・下水道 ：（雨水・汚水）906m

雑入 ・公共施設管理者負担金：機関庫の川公園
19,200

市債 地区外工事
413,100 ・青柳通 ：L=370m、W=18m、用地費、補償費

企業債 ・学園通 ：L=270m、W=27m、橋梁上部、用地費、補償費 （一部ゼロ国債解分）
11,000 ・公園東通 ：L=26m、W=17.5～21m、橋梁、用地費、補償費

・稲田4号通 ：用地費、補償費
・川西・5号線 ：橋梁設計

公園整備費 131,312 122,170 9,142 施　　工　　場　　所
国庫補助金 中島霊園 西21～22条北5丁目 緑地整備、用地取得、物件補償

44,870
市債

77,300

帯広の森整備費 85,000 80,700 4,300 園路整備L=1,210m　等
国庫補助金

42,500
市債

38,200

事　業　内　容　等
L=239m、W=25m、事後評価（完了）

公　　園　　名 事　業　内　容　等

路　　線　　名　　等

L=440m、W=18m、事後評価（完了）

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考
左の財源内訳

事業費
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

公営住宅建替事業 517,629 471,997 45,632 事　業　内　容　等
国庫補助金 大空団地3街区
213,497 　・光4号棟 建設工事　　平成21～22年度 継続費（2年目）

市債 4階建24戸（改善前32戸）
258,500 　・光3号棟 建設工事　　平成22～23年度 継続費設定

4階建24戸（改善前32戸）
ストック総合改善 新緑団地：屋上防水

柏林台団地南町：加圧給水ポンプ取替

公園東町団地：灯油メーター取替
地デジ対策工事等

団　地　名　等

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考
左の財源内訳

事業費

（　継 続 費 設 定　)
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

防火水槽の設置 8,001 7,200 801 防火水槽　1基　40ｔ
市債 設置場所：新豊成小学校

7,200

（予算内容）
工事請負費

備　　　　　　　考事　　　　業　　　　内　　　　容

消 防 費

左の財源内訳
事業費事　　　　　　　業　　　　　　　名
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

義務教育施設整備

翔陽中学校 378,837 305,217 73,620 校舎耐震改修工事 平成23年度新校開校
国庫補助金 ・補強面積 4,598㎡ 継続費（2年目）
102,717

市債 体育館大規模改修
202,500 ・構造 鉄骨造2階建

･床面積 1,285㎡

豊成小学校 1,199,901 1,012,437 187,464 校舎建設 平成24年度移転開校
国庫補助金 ・構造 鉄筋コンクリート造2階建 一部3月補正

88,637 ・建築面積 7,183㎡ 継続費（2年目）
市債 ・太陽光発電 （50kW程度）
923,800 ・学校規模 通常学級　18

特別支援学級　3
（情緒学級、肢体不自由学級、知的学級）

用地取得 土地開発公社買戻し
・所在 稲田町東1線第3街区画地1号の内
・地積 29,646.59㎡

特別支援学級の設置 1,800 1,800

・情緒学級
　小学校4校（東小、花園小、啓北小、明和小）
　中学校4校（第一中、第八中、南町中、清川中）
・肢体不自由学級
　小学校1校（豊成小）
・知的学級
　中学校1校（川西中）

備　　　　　　　考事　　　　業　　　　内　　　　容

一人一人の教育的ニーズに応じ、適切な指導等が受けられるよ
う、情緒学級、肢体不自由学級等を開設

教 育 費

左の財源内訳
事業費事　　　　　　　業　　　　　　　名
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

帯広南商業高等学校授業料 公立高等学校授業料実質無償化
　授業料⇒国庫負担金

社会体育施設管理運営業務 1,010,371 241,163 769,208 社会体育施設運営費の縮減
使用料 ・帯広の森屋内スピードスケート場維持管理費の縮減
224,815 △11,994千円（イベント収入　△8,000千円）

雑入 ・その他総合体育館・帯広の森運動施設指定管理料の削減
16,348 △2,669千円

事　　　　　　　業　　　　　　　名 備　　　　　　　考事　　　　業　　　　内　　　　容
左の財源内訳

事業費
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

国保会計への保険料軽減繰入 238,926 238,926 医療費の増等に伴う保険料引き上げ率の抑制 平成21年度予算額：147,546千円
・1人当たり平均保険料引き上げ率を約5%に抑制

国保会計赤字解消の繰入 155,274 155,274 平成20年度までの累積赤字の解消　232,911千円
・一般会計　2/3　155,274千円
・保険料等　1/3　  77,637千円
財政健全化に向けての取り組み
・財政の健全化
　法定賦課限度額との乖離の縮小　　
　賦課限度額変更
　医療分　 45万円⇒48万円（法定賦課限度額47万円⇒50万円）
　支援金分12万円⇒13万円（法定賦課限度額12万円⇒13万円）
・収納率の向上　　
　滞納処分、口座振替普及率の強化等
・医療費の適正化　　
　特定健康診査の推進、ジェネリック医薬品周知等

後期高齢者医療保険料改定 北海道後期高齢医療広域連合による2年ごとの保険料改定
・1人当たり平均保険料引き上げ率を約5％に抑制

霊園整備 34,799 34,799 ・用地取得 11,143.0 ㎡
使用料 ・墓所造成 4㎡　200区画

99
市債

34,700

中 島 霊 園 事 業 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 会 計

備　　　　　　　考

国 民 健 康 保 険 会 計

左の財源内訳
事業費事　　　　　　　業　　　　　　　名 事　　　　業　　　　内　　　　容
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

農村下水道整備 50,797 46,847 3,950
分担金

7,747 ・整備基数 23基
市債

39,100

ばんえい競馬の開催 11,119,592 11,119,592 ばんえい競馬開催
収益事業収入 ・売上見込 72,511千円/日
10,880,340 （平成21年度当初見込76,908千円/日）
手数料 ・通常開催　 4/24～6/14、10/16～3/28　11：20～17：20

1,450 ・ナイター開催　 6/19～10/11　14：30～20：30
財産運用収入 ・新設発売所 網走場外発売所

690
寄附金

1
繰入金

15,196
市預金利子

1
雑入
221,914

中央駐車場改修工事 18,600 18,600 劣化度調査の結果により、施設の改修を実施
市債

18,600

駐 車 場 事 業 会 計

ば ん え い 競 馬 会 計

下水道未整備地区に点在する住宅の生活環境の保全及び公
衆衛生の向上を図るため、個別排水処理浄化槽を設置

備　　　　　　　考

農 村 下 水 道 事 業 会 計

左の財源内訳
事業費事　　　　　　　業　　　　　　　名 事　　　　業　　　　内　　　　容
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

空港整備事業 80,727 76,100 4,627
国庫補助金

51,600
道補助金

1,300
市債

23,200

空港着陸料軽減 △ 5,302 名古屋線の路線維持を図るため、着陸料の4分の3を軽減 愛知県と連携
使用料
△ 5,302

事　　　　　　　業　　　　　　　名

空 港 事 業 会 計

航空機離発着時の安全性向上のため、航空灯火施設の電源高
質化工事を実施

備　　　　　　　考事　　　　業　　　　内　　　　容
左の財源内訳

事業費
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

配水管整備事業 762,039 762,039 管路整備
国庫補助金 ・老朽管更新 5,577 m

96,600 ・道路工事関連移設更新 3,741 m
補償金

12,276
企業債
639,100

内部留保資金

14,063

災害対策事業 102,131 102,131 緊急貯水槽整備
国庫補助金 ・稲田川西地区（新豊成小）　　　V=100㎥　　　　30m

29,200 ・緊急貯水槽用資材 10 箇所
出資金 応急給水袋 2,000 枚 応急給水袋

29,200 無線機器 6 台 平成22年度末　　10,000枚
企業債 無線機器

33,800 平成22年度末　　38台
内部留保資金

9,931

稲田浄水場等施設改修事業 113,720 113,720 稲田配水池耐震補強等工事
国庫補助金 稲田直流電源装置更新

31,000 別府配水池残塩計更新
企業債

82,700
内部留保資金

20

備　　　　　　　考

水 道 事 業 会 計

左の財源内訳
事業費事　　　　　　　業　　　　　　　名 事　　　　業　　　　内　　　　容
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

公共下水道整備 230,500 230,500 汚水管整備 135 m 平成22年度末整備率
国庫補助金 汚水整備率97.9％ 

98,500 雨水管整備 2,265 m 雨水整備率67.0％ 
企業債

98,500
内部留保資金

33,500

合流式下水道改善事業 704,105 702,077 2,028 帯広川下水終末処理場
国庫補助金 ・高速ろ過施設新設工事 （継続費設定）
350,500 ・第2沈砂池新設工事（機械・電気）

企業債 ・浸透桝整備 浸透桝設置基数
350,500 平成22年度末　　376基

内部留保資金

1,077

終末処理場施設改修事業 61,838 59,879 1,959 帯広川下水終末処理場
国庫補助金 ・反応タンク耐震補強工事

17,100 ・最終沈澱池耐震補強工事
企業債 ・消化槽攪拌装置改修工事

14,900
内部留保資金

27,879

下水道GIS整備事業 29,560 29,560 下水道ＧＩＳ構築
内部留保資金 下水道管渠施設データ整備

29,560 ・整備延長 398km 整備延長
平成22年度末　　1,178km

備　　　　　　　考

下 水 道 事 業 会 計

左の財源内訳
事業費事　　　　　　　業　　　　　　　名 事　　　　業　　　　内　　　　容
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

公共施設の耐震化 831,789 831,789 ※（）内は、屋体診断のIs値

学校施設耐震化（教育費） 396,076 396,076 啓西小(0.14)　体育館改築 １２月補正（繰越明許費）
国庫負担金

46,278
国庫補助金

76,998
市債
272,800

435,713 435,713 第一中(0.15)　体育館改築 １２月補正（繰越明許費）
国庫負担金

59,480
国庫補助金

86,933
市債
289,300

公共施設の延命化 170,796 170,796

学校環境整備（教育費） 100,000 100,000 義務教育施設の適切な維持・補修による延命化 ３月補正（繰越明許費）
国庫補助金
100,000

コミュニティ施設整備（総務費） 10,500 10,500 コミュニティセンター、福祉センター等の営繕 ３月補正（繰越明許費）
国庫補助金

10,500

児童福祉施設（民生費） 10,000 10,000 公立保育所、へき地保育所、児童保育センターの営繕 ３月補正（繰越明許費）
国庫補助金

10,000

備　　　　　　　考事　　　　業　　　　内　　　　容

公共事業緊急3ヵ年集中投資プラン

左の財源内訳
事業費事　　　　　　　業　　　　　　　名
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

百年記念館整備（教育費） 7,900 7,900 アイヌ民族情報文化センター（リウカ）の移転改修 ３月補正（繰越明許費）
国庫補助金

3,400
市債

4,500

動物園施設整備（教育費） 10,248 10,248 動物園正門前広場の改修 ３月補正（繰越明許費）
国庫補助金

10,248

体育施設整備（教育費） 32,148 32,148 体育施設の改修・延命化 ３月補正（繰越明許費）
国庫補助金

32,148

生活基盤整備 573,500 547,458 26,042

道路新設改良費・街路整備費(土木費) 273,500 257,458 16,042 既存事業に上乗せして実施 一部３月補正（繰越明許費）
国庫補助金 ・整備延長の増 100,000千円

88,858 ・整備計画の前倒し、早期完成
市債
168,600

特殊舗装整備費(土木費) 200,000 190,000 10,000 既存事業に上乗せして実施
市債
190,000

下水道(雨水)整備費（下水道事業会計） 100,000 100,000 既存事業に上乗せして実施
国庫補助金

2,500
企業債

97,500

備　　　　　　　考事　　　　業　　　　内　　　　容
左の財源内訳

事業費事　　　　　　　業　　　　　　　名
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